
認知症予防の取り組み
について

都市環境福祉常任委員会

重点テーマ所管事務調査 報告書

（令和２年８月１９日）
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調査の背景
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・２０２５年問題を踏まえ、認知症予防をどのように進めて
いくかは喫緊の課題である

※２０２５年問題とは、団塊の世代が後期高齢者（７５歳以上）となることにより、
医療費など社会保障費の急増が懸念される問題のこと。

・２０３５年には大阪府内で認知症の高齢者が５６万人を超
えるとされており、交野市も例外ではない

（「大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会専門部会報告書（２０１６年）」）

⇒認知症予防について、交野市の現状や先進市の取り組
みを調査し、対応を検討する



交野市の現状把握
（高齢介護課による説明）
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交野市の現状把握
（高齢介護課による説明）概要

概 要

日 付 令和元年１１月２６日（水）

説明者 交野市福祉部高齢介護課（部長・次長・課長）

内 容

認知症予防の取り組みについて
・認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）について
・高齢者における認知症またはその予備群の人数について
・認知症に係る予防事業
・認知症に係る支援事業
・その他、地域での取り組み
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認知症とは
・認知症は脳の病気であり、何らかの原因により脳の細胞が破壊されたため
に判断力や記憶力が損なわれ、普通の社会生活が送れない状態になること
である。

・認知症を完治させる薬や治療法はないが、早期に発見し治療を始めれば、
病気の進行を抑え、その人らしい充実した暮らしを続けることができるものとさ
れている。

・症状の進行・悪化を抑えるためには、本人の自覚や周囲の人の気づきが大
切であり、社会全体で認知症について正しく理解することがとても重要である。
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高齢者における認知症または
その予備群の人数

２０１２（平成２４）年 ２０２５（令和７）年

国
４６２万人

（高齢者の約７人に１人）
約７００万人

（高齢者の約５人に１人）

交野市
約２，５７４人／１８，０２４人
（高齢者の約７人に１人）

約４，２７１人／２１，３５６人
（高齢者の約５人に１人）
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２０１９（平成３１）年３月末

交野市の要介護認定申請件数（全体数） ４，０４２件

交野市の認知症またはその予備群とされる件数
（主治医意見書における判定基準項目からの推計）

２，０１２件

◇国の示す割合で換算

◇要介護認定申請からの推計

認知症またはその予備軍の人の正確な人数は把握できていない。



認知症に係る予防事業
名 称 内 容

元気アップ体操クラブ
（毎月６回） 元気アップ体操の中のプログラムのなかの１つ「頭すっきりレクリエー

ション」にて頭の体操の実施地域元気アップ体操教室
（４７グループ）

元気度知ろう会「脳力測定」
（３か月ごと：月２回）

５つの知的機能（注意・記憶・視空間認知・言語・思考）を測り、認知
症予防への取組を実施
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認知症に係る支援事業①
名 称 内 容

認知症初期集中支援チーム
の設置

認知症の人やその家族に早期に関り、早期診断、早期対応に向けた支
援を行うために設置

交野市徘徊高齢者等ＳＯＳ
ネットワーク事業

徘徊の心配のある高齢者等を事前に登録し、関係機関との連携により見
守りネットワーク体制の構築を推進

交野市高齢者にやさしい地
域づくり推進協定

地域で認知症高齢者等とその家族を支えるため、地域で活動する事業
者と協定締結

高齢者家族やすらぎ支援事
業

家族の介護疲れなどで休息が必要なときや外出時に、「やすらぎ支援
員」が認知症高齢者等のお宅へ訪問し、見守りを行うなど家族への支援
の実施

介護者（家族）の会の支援等
在宅で認知症等の人の介護をしている介護者が、介護の知識や情報を
交換するなどし、より良い介護ができるよう活動する市民団体への運営
支援
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認知症に係る支援事業②
名 称 内 容

認知症地域支援推進員の配置
認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けての着実な推進を図ることを目的に、
地域包括支援センターに推進員１名を配置

認知症ケアパスの配布
認知症と疑われる場合や認知症の人を支える場合に、いつどこでどのような支援
が利用できるのか理解できるよう、ガイドブックを活用し相談支援

認知症サポーター育成事
業

認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、支援する応援者
の育成

認知症キャラバン・メイト事
業

認知症サポーターを育成する講師役である「キャラバン・メイト」を対象に、スキル
アップ研修等を開催

若年性認知症介護者意見
交換会（はまゆりの会）

若年性認知症の人とその家族の居場所づくりを支援することを目的に意見交換会
等を開催

交野市医療介護連携会の
開催

医療と介護の専門職が相互理解を深め、認知症の人への支援が円滑に連携でき
るよう会議等を開催
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地域での取り組み
名 称 内 容

認知症カフェの開催
（市内３か所で開催）

地域において、認知症の人やその介護者が、認知症についての相談
ができ、また、同じ悩みを持った人たちとの情報交換ができる場の提
供
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担
当
課

Ａ電話などで相談があった場合は、個人宅に直接行かせていただいているが、何もない
お宅に突然行くわけではない。校区福祉委員会などの地域の会議に顔を出し、地域住
民の方から得た情報をもとに訪問させていただく。

委
員

Ｑ
地域包括支援センターの職員は、どのように地域に出向いているのか？

担
当
課

Ａその情報は、本人同意があれば福祉総務課にあがってくる。ただし、災害あるいは普
段の見守りに活用することを目的に同意を得ているもので、福祉総務課から高齢介護
課へ情報提供されることは基本的になく、その情報をもとに、認知症の疑いがあるとし
てこちらからお声掛けすることはない。

委
員

Ｑ
地域防災訓練で、要支援者リストを配っているが、どこまで連携して把握できて
いるか？
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担
当
課

Ａ２か所は福祉施設で月１回あるいは２、３か月に１回程度。認知症の人、そうでない人、
ケアマネ、ご家族などいろんな方が集える場。１００円負担。お茶やお菓子を食べなが
ら、雑談をして交流をしていただくような場。残り１か所は星田山手自治会で２か月に１
回。旭小学校区の校区福祉委員会が主体となって開催。

委
員

Ｑ
認知症カフェの開催主体、参加されている方、開催頻度は？

担
当
課

Ａ認知症カフェは、認知症地域支援推進員が中心に開催のお手伝い等をしているところ。
今後、もう１か所増える予定である。随時お声かけをして、できれば小学校区に１つぐら
いはできることを目指して今も動いている。

委
員

Ｑ
認知症カフェの開催頻度が少ないと感じる。交野市として、認知症カフェを広げ
ていく取り組みは検討されているのか？



厚生労働省視察
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厚生労働省視察概要
概 要

日 付 令和２年１月２１日（火）

説明者 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室（担当者１名）

内 容 認知症施策の動向について
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新オレンジプラン及び
認知症施策推進大綱

新オレンジプラン（Ｈ２７策定、Ｈ２９改定） 認知症施策推進大綱（Ｒ１決定）

基本的
考え方

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住
み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし
続けることができる社会の実現を目指す

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って
日常生活を過ごせる社会を目指し認知症の人や家族の
視点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪として施
策を推進

施策の柱

①認知症への理解を深めるための普及・啓発
の推進

②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・
介護等の提供
③若年性認知症施策の強化
④認知症の人の介護者への支援

⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づ
くりの推進

⑥認知症の予防法、診断法、リハビリテーショ
ンモデル、介護モデル等の研究開発及びその
成果の普及の推進
⑦認知症の人やその家族の視点の重視

①普及啓発・本人発信支援

②予防

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支
援・社会参加支援

⑤研究開発・産業促進・国際展開
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「共生」・「予防」とは
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・「共生」とは
認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症とともに生きる
また、認知症があってもなくても同じ社会でともに生きるという意味

・「予防」とは
「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」
「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味



認知症施策推進大綱の主な内容
具体的な施策の５つの柱 主な内容

①普及啓発・本人発信支援

・企業、職域型の認知症サポーター養成講座の拡充
・サポーターを地域の支援ニーズとつなぐ仕組みの強化（チームオレンジ）
・認知症本人からの情報発信の拡大（「本人ガイド」「希望宣言」「本人ミーティング」）
・ピアサポート活動支援事業（Ｒ１～）

②予防
・「通いの場」の拡充
・予防に関するエビデンスの収集・分析

③医療・ケア・介護サービス・介
護者への支援

・早期発見・早期対応の体制整備の推進（かかりつけ医・認知症初期集中支援チーム・認
知症地域支援推進員・認知症疾患医療センター等の連携強化）
・認知症カフェの推進

④認知症バリアフリーの推進・若
年性認知症の人への支援・社会
参加支援

・日本認知症官民協議会の設置
・認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組みとしての「チームオレンジ」を整備

・認知症地域支援推進員の取り組みによる、社会参加活動等のための体制整備（事例：
「ＤＡＹＳ ＢＬＧ！」（町田市））

⑤研究開発・産業促進・国際展
開

・認知症発症や進行の仕組みの解明、予防法、診断法、治療法、リハビリテーション、介
護モデル等の研究開発を更に推進
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認知症施策関連予算
（令和２年度予算案）

主な施策 予算額 内容

認知症に係る地域支援事業の充実 ８６億円
・認知症初期支援推進支援チーム、認知症地域支援推進員の設置
【新】「チームオレンジ」の全国展開の推進

認知症施策推進大綱の取組の推進 ３．９億円

・広域的な認知症高齢者見守りの推進
・認知症施策の普及・相談・理解の促進
・若年性認知症支援体制の拡充
・認知症本人のピア活動の促進

認知症疾患医療センターの機能強化
・整備推進

１２．４億円
・地域での認知症医療提供体制の拠点としての活動の支援

・地域包括支援センター等地域の関係機関とも連携した日常生活支援
の相談機能の強化

認知症ケアに携わる人材等の育成
８２億円の
内数

・医療・介護従事者の対応力を向上するための研修等の人材育成
【新】「チームオレンジ」のコーディネーターに対する研修の実施

認知症理解のための普及啓発等
３千２００万

円

・認知症への社会の理解を深めるための普及・啓発

【新】日本認知症官民協議会を核とした社会全体の取組の推進（接遇
ガイドラインの作成等）

その他
・認知症サポーターの養成
・認知症介護研究・研修センターの運営 等
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担
当
者

Ａ
会場借料は出せたはずであるが、借りる時に併せて改装ができるのかということの詳
細についてはわからない。

委
員

Ｑ
認知症当事者等が地域の中に入っていくということも大事であると思うが、ほと
んどの場所は階段があったりとバリアフリーではない。それを解消していくため
の予算というのはあるのか？
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担
当
者

Ａ認知症カフェは既に予算対象となっており、「認知症に係る地域支援事業の充実」のた
めの８６億円に含まれる。また、新たにできた「チームオレンジ」に係る予算もここに含ま
れる。

委
員

Ｑ
認知症カフェなどの居場所づくりを進めていくために使える、国の予算や補助
は？

担
当
者

Ａ市町村の仕組みづくり次第で、たとえば、チームオレンジのメンバーになるための研修
受講やチームオレンジとして活動することによって、「ボランティアポイント」を獲得するこ
とができる。また、チームへの参加そのものが、参加者自身の“健康づくり”や“いきが
い”にもつながると考えている。

委
員

Ｑ
人材確保という観点から、「チームオレンジ」に参加する側に対するインセンティ
ブはあるのか？



ボランティアポイントとは
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【現行制度】 地域支援事業（一般介護予防事業）を活用した「介護予防に資するボランティアポイント」

実施主体 市町村（平成３０年度：５１５市町村で実施）

ポイント付与の対象 高齢者

対象事業 ①介護予防に資するボランティア活動
②介護予防に資する活動への参加

財源構成 国２５％、都道府県１２．５％、市町村１２．５％、介護保険料５０％

【新制度】 地域医療介護総合確保基金を活用した「介護人材確保のためのボランティアポイント」

実施主体 都道府県（市町村への補助を想定）

ポイント付与の対象 若者、中年齢者、子育てを終えた者、高齢者等。認知症の人も対象。

対象事業 ①都道府県等が実施する介護分野への入門的研修等の各種研修の受講

②高齢者の通いの場、認知症カフェや介護施設等での介護の周辺業務（清掃、
配膳、見守り等）などのボランティア活動

財源構成 国２／３、都道府県１／３

“介護予防”
に着目

“人材確保”
に着目



町田市視察
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町田市視察概要
概 要

日 付 令和２年１月２２日（水）

説明者
町田市いきいき生活部高齢者福祉課（地域支援係・介護予防係）

内 容

東京都町田市の認知症施策について
・認知症の人やその家族の居場所づくりの普及について
・認知症早期対応・受診の支援の充実について
・町田市における６５歳からの認知症予防活動
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認知症の人やその家族の
居場所づくりの普及について

事 業 内 容

Ｄカフェ（認知症カフェ）

「“特別な場所”からより“日常の場所”へ」をコンセプトに運営（市内８
店舗）。進行役のファシリテーターと認知症当事者１名を委託先のＮ
ＰＯが手配。スターバックスは場所の提供、看板設置等を協力（２０１
９年４月にスターバックスコーヒージャパン株式会社と協定締結）

Ｄブックス
認知症の診断を受けた当事者やご家族の情報源とするため、また、
認知症理解促進、認知症施策周知等のため、市内公立図書館や書
店に認知症関連の本を常設展示

Ｄ活（生きがい・はたらく場）
の検討

当事者ニーズと地域資源とのマッチングの仕組化の検討のため、
ワークショップの開催、“はたらく場”のケーススタディーの蓄積

市民向け普及啓発イベント
「まちだＤサミット」

「認知症の人にやさしいまち」に対する理解を深めるとともに、これか
らのまちづくりに取り組もうと考えている方が、活動をはじめるきっか
けとなるために開催（２０１８年１１月２４日（土））
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認知症早期対応・受診の
支援の充実について

事 業 内 容

認知症電話相談事業
一般市民・介護関係者を対象に、専門の相談員が認知症に対
する不安やその症状について、病院の選び方、必要なサービ
ス等について相談を受ける（２０１８年度相談人数：１６５人）

もの忘れ相談事業
認知症高齢者を介護している家族や認知症に不安を抱えてい
る認知症当事者を対象に、町田医師会・認知症疾患医療セン
ターの協力による相談を実施（２０１８年度相談件数：２０９件）

臨床心理士による介護者等相談
認知症高齢者を介護している家族や認知症に不安を抱えてい
る認知症当事者を対象に実施（２０１８年度相談件数：１９０件）

認知症初期集中支援チーム事業 訪問・ガイドラインの作成・事例集の作成
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町田市における
６５歳からの認知症予防活動

地域介護予防自主グループ育成事業

・脳いきいき教室
・地域介護予防教室
・町トレ（町田を元気にするトレーニング）

27
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担
当
課

Ａ運営費はあまりかかっていない。スターバックスと協定を結び、場所の貸出し等につい
ては無償で行ってもらっている。ファシリテーターと認知症当事者を１名ずつＮＰＯ法人
に委託し派遣しているが、そのための交通費とお茶代程度を負担している。

委
員

Ｑ
「Ｄカフェ」の運営費は？

担
当
課

Ａ町田市内には独自のものも含め認知症カフェが３０か所程度存在している。地域包括
支援センターに認知症カフェの情報をきちんと整理し集約することで、地域包括支援セ
ンターに相談に来られた方に対し、認知症カフェを紹介してもらえるということがある。

委
員

Ｑ
小さな個人経営の喫茶店等でも認知症カフェをすることができるのか？



29

担
当
課

Ａ
１６０万円ぐらい。認知症支援疾患センター（医療機関）への委託となるので、受診率の
向上にもつながるものと考える。

委
員

Ｑ
「もの忘れ相談事業」の委託費は年間でどれぐらいか？

担
当
課

Ａ
自主グループによる活動内容というのが、「旅行」や「ウォーキング」ということで、場所
はあまり必要でないものと考える。

委
員

Ｑ
「脳いきいき教室」の参加者が立ち上げた自主グループの活動場所は確保する
ことができるのか？



視察（厚労省・町田市）を振り返って
（共生による認知症予防）

30

予防

認知症になるのを遅らせる
（例：元気アップ体操）

↓
認知症の進行を緩やかにする

共生
（例：認知症カフェ）

重症化予防

活動を支援
相互に関係



視察（厚労省・町田市）を振り返って
（今後の展開について）

31

・どれほどの財源を確保できるかによってできることは変わる。

・厚労省の予算額はあまりに少なく、国からの支援にはあまり期待できない。

・町田市のようにといかずとも、交野市なりに低予算で何かできないか？

→ 小中学校の教育に取り入れることで、理解を広げてはどうか？

→ 交野市として認知症カフェをどう展開できるか？

・町田市には人口４２万人に対し４０人ほどの認知症地域支援推進員がいるが、
交野市には１人しかいない。

→ 改めて、支援推進員の方から交野の実情について聞きたい。
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地域包括支援センターによる説明会



交野市地域包括支援センター
説明会概要

概 要

日 付 令和２年６月２９日（月）

説明者 交野市地域包括支援センター（センター長、認知症地域支援推進員）

内 容 交野市における認知症の方への支援について
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地域包括支援センターによる
認知症の方への支援活動

事 業 内 容

認知症サポーターの登録

サポーター養成講座を受講された方のうち、ボランティアとして支援活
動をしてくださる方を登録。若年性認知症介護者意見交換会「はまゆり
の会」や、認知症カフェなどの支援をしてもらえるよう調整。フォローアッ
プ研修も開催。

認知症サポーターステッ
カーの交付

サポーター養成講座を受講した事業所や企業にステッカーを交付。

ステッカーをお店等に貼ってもらうことにより、認知症の方や家族が安
心してお店等を利用できるようにする。

認知症カフェの活動支援
認知症カフェが継続的に円滑な運営ができるよう、認知症サポーター
活動登録者を通して人員支援を行う。連絡会にて課題を話し合う。

啓発活動 市民フォーラムを開催。
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担
当
者

Ａ
看護小規模多機能ホームふぁみりぃ交野およびデイサービスセンターきさべが、開設を
検討しているものの、具体的な時期等については未定である。

委
員

Ｑ
今後、認知症カフェが増えると聞いたが？

担
当
者

Ａ平成２１年からの累積で、養成講座受講者は４，１５３名。
そのうち、５９名が認知症サポーターの登録をしている。
ここから、チームオレンジにつなげていきたいと考えている。

委
員

Ｑ
認知症サポーター養成講座の受講人数は？
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担
当
者

Ａ認知症になる前から地域の方が安心してつどえる場を目指しており、認知症に特化し
た形態ではない。

市からはカフェとしての事業補助はない。旭小校区では校区の活動補助のひとつとして
行っており、当センターは人的支援を行っている。

委
員

Ｑ
交野市ではどのような形態の認知症カフェの支援をされているのか？
また、公費がどのようにかかっているのか？

担
当
者

Ａ交野市は地域資源が少ないので、コンビニやスーパーの店員にサポーター養成講座を
受講してもらうことから始めたいと考えている。
特にコンビニはイートインスペースもあるので期待している。

委
員

Ｑ
町田市ではスターバックスを利用して認知症カフェを開催しているが、交野市で
はどのような地域資源の活用が考えられるか？



地域包括支援センターの
説明会を振り返って

37

・活力のある地域とそうでない地域に格差があるように思う。

→ 学校教育に盛り込むことが、差を埋める一つの手立てになる。

・認知症の方の人数さえもはっきりとせず直接的な支援が困難。

→ 理解を広めることや、偏見をなくすことから始めるべき。

・サポーター養成講座からボランティア登録に結びついていない。

・認知症地域支援推進員が少ない。

・交野の認知症カフェは定義や範囲がきっちりしていない。

・カフェの定義は広くあってよいが、公金使用の条件は明確に。



交野市への提言①
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認知症の理解促進

・「予防」においても「共生」においても認知症当事者への理解が大切であり、

行政として、市民へのさらなる理解促進を求める。

‣学校教育を通じて、子どものころから認知症をより身近なものに感じてもらう。

（小中学校のカリキュラムに盛り込み市内全域での実施）

‣地域ぐるみで認知症への理解を深める機会を増やす。

（認知症カフェ・サロンを推進する、図書館に関連書籍のコーナーを設ける、公共施設
にサポーターステッカーの周知ポスターを掲示する、イベントブースやネット動画を通
じて情報発信を行う）



交野市への提言②

39

認知症サポートの担い手増加

・交野市に認知症地域支援推進員は１人しかおらず、近隣市との比較では

一概には言えないものの、先進市との差は大きく、増員を要望する。

・認知症サポーターの登録者は平成２１年からの累積で５９名のみ、講座受講

者に対してもわずか１．４％のみと少なく、その理由について市としても調査

の上、登録者を増やす工夫を求める。

‣他市にて講座を受講した市民にも呼びかけをして、交野市での登録機会を作る。


